
山梨県土砂の埋立て等の規制に関する条例の一部改正について

山梨県土砂の埋立て等の規制に関する条例（抜粋）
（土砂の埋立て等の許可）
第６条 土地の埋立て等を行おうとする者は、土砂の埋立て等に用する土地
の区域（土砂の埋立て等が一団の土地の区域において行われる場合は、当
該一団の土地の区域をいう。以下同じ。）ごとに、知事に許可を受けなけ
ればならない。
ただし、次に掲げる土砂の埋立て等については、この限りではない。

一 土砂の埋立て等の用に供する土地の区域の面積は三千平方メートル未
満の土砂の埋立て等

二 土地の造成その他事業の区域において行う土砂の埋立て等であって当
該事業の区域において採取された土砂のみによるもの

省略
五 法令又は他の条例の規制による許可等の処分その他の行為で規則で定
めるものに係る行為として行う土砂の埋立て等であって、規則に定める
ところにより、知事に届け出たもの

省略 （別添に改正後全文）

事業区域外から搬入する土砂による埋立て等が
規制の対象

同一事業区域内において採取された土砂のみに
よる埋立て等を規制の対象に追加

条例第６条第２号の条項を削除

条例改正前

条例改正後

事業区域外から搬入する土砂
による埋立て等が規制の対象

事業区域外から搬入される土砂（以下、
「搬入土砂」という。）の多くは建設残
土等であり、その土質等に問題があるも
のも多く、土砂の崩壊や流出等が生じる
恐れがあるため、一定規模以上の搬入土
砂による土砂の埋立て等を規制。

同一事業区域内において採取された土砂
のみによる埋立て等を規制の対象に追加

同一事業区域内において採取された土砂
（以下、「採取土砂」という。）のみによ
る土砂の埋立て等であっても、適切な施工
がされていない場合には土砂の崩壊等の危
険性があることから、適切な施工がされる
かを確認するため、採取土砂のみによる土
砂の埋立て等も規制の対象とした。

効果

3,000㎡以上の土砂の埋立
て等が全て規制の対象とな
り、他法令で許可等を受け
た土砂の埋立等の届出等と
併せて、土砂の埋立て等の
情報を一元的に管理するこ
とが可能となる。

条例改正内容

資料２



 

○山梨県土砂の埋立て等の規制に関する条例 

 

平成十九年七月九日 

山梨県条例第三十三号 

 

山梨県土砂の埋立て等の規制に関する条例をここに公布する。 

山梨県土砂の埋立て等の規制に関する条例 

（目的） 

第一条 この条例は、土砂の埋立て等について必要な規制を行うことにより、土砂の崩壊等

の防止を図り、もって県民の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 土砂 土砂及びこれに混入し、又は吸着した物をいう。 

二 土砂の埋立て等 土砂による土地の埋立て、盛土その他の土地への土砂のたい積（製

品の製造又は加工のための原材料である土砂のたい積を除く。）をいう。 

三 土砂の崩壊等 土砂の崩壊、飛散、流出その他の災害をいう。 

（土砂の埋立て等を行う者の責務） 

第三条 土砂の埋立て等を行う者は、当該土砂の埋立て等に用いた土砂の崩壊等を防止する

ために必要な措置を講じなければならない。 

（土地の所有者等の責務） 

第四条 土地の所有者、管理者又は占有者（以下「所有者等」という。）は、当該土地にお

いて土砂の埋立て等が行われることにより、土砂の崩壊等が生じないよう適正な管理に努

めなければならない。 

（県の責務） 

第五条 県は、土砂の埋立て等による土砂の崩壊等を防止するため、必要な施策を総合的に

推進するよう努めるものとする。 

２ 県は、土砂の埋立て等による土砂の崩壊等を防止するため、市町村と連携して、土砂の

埋立て等を監視する体制の整備に努めるものとする。 

 

 

改正後の条例 
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（土砂の埋立て等の許可） 

第六条 土砂の埋立て等を行おうとする者は、土砂の埋立て等の用に供する土地の区域（土

砂の埋立て等が一団の土地の区域において行われる場合は、当該一団の土地の区域をいう。

以下同じ。）ごとに、知事の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる土砂の埋

立て等については、この限りでない。 

一 土砂の埋立て等の用に供する土地の区域の面積が三千平方メートル未満の土砂の埋

立て等 

二 採石法（昭和二十五年法律第二百九十一号）又は砂利採取法（昭和四十三年法律第七

十四号）の認可に係る土地の区域において採取された土砂のみによる土砂の埋立て等 

三 公益性が高いと認められる事業の施行に係る土砂の埋立て等のうち土砂の崩壊等の

発生のおそれがないものとして規則で定めるもの 

四 法令又は他の条例の規定による許可等の処分その他の行為で規則で定めるものに係

る行為として行う土砂の埋立て等であって、規則で定めるところにより、知事に届け出

たもの 

五 災害復旧のために必要な応急措置として行う土砂の埋立て等 

六 その他規則で定める土砂の埋立て等 

（許可の申請） 

第七条 前条の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申請書に、次条の同意を得たことを証する書面その他規則で定める図書を添付し

て知事に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 土砂の埋立て等の用に供する土地の区域の位置及び面積 

三 土砂の埋立て等の目的 

四 土砂の埋立て等を行う期間 

五 土砂の埋立て等の完了時の土砂の数量及び土地の形状 

六 排水施設その他の土砂の崩壊等を防止するための施設の設置計画 

七 土砂の埋立て等を行っている間における土砂の崩壊等の発生を防止するための措置 

八 土砂の埋立て等に使用される土砂の採取場所及び搬入計画 

九 その他規則で定める事項 

２ 前条の許可を受けようとする土砂の埋立て等が他の土地の区域への搬出を目的として

土砂の埋立て等を行うもの（第十四条第一項において「一時たい積行為」という。）であ
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る場合には、当該許可を受けようとする者は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項

を記載した申請書に、次条の同意を得たことを証する書面その他規則で定める図書を添付

して知事に提出しなければならない。 

一 前項第一号から第四号まで及び第六号から第八号までに掲げる事項 

二 最大たい積時の土砂の数量及び土地の形状 

三 土砂の埋立て等に使用される土砂の搬入及び搬出の年間の予定数量 

四 その他規則で定める事項 

（土砂の埋立て等の用に供する土地の所有者等の同意） 

第八条 第六条の許可の申請をしようとする者は、あらかじめ規則で定めるところにより、

当該申請に係る土砂の埋立て等の用に供する土地の所有者等に対し、当該申請が前条第一

項の規定によるものである場合にあっては同項各号に掲げる事項を、同条第二項の規定に

よるものである場合にあっては同項各号に掲げる事項を説明し、その同意を得なければな

らない。 

（許可の基準等） 

第九条 知事は、第六条の許可の申請が第七条第一項の規定によるものである場合にあって

は、当該申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、第六条の許

可をしてはならない。 

一 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

イ 心身の故障により土砂の埋立て等を適切に行うことができない者として規則で定

めるもの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ハ この条例の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から起算して三年を経過しない者 

ニ 第十九条第一項（第三号及び第七号を除く。）の規定により許可を取り消され、そ

の取消しの日から三年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合

においては、当該取消しの処分に係る山梨県行政手続条例（平成七年山梨県条例第四

十六号）第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員（業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む。以下この号において同じ。）又は規則で定める使用人であった者で当該取消しの
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日から三年を経過しないものを含む。） 

ホ 土砂の埋立て等に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足り

る相当の理由がある者 

ヘ 山梨県暴力団排除条例（平成二十二年山梨県条例第三十五号）第二条第三号に規定

する暴力団員等（ヌにおいて単に「暴力団員等」という。） 

ト 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（その法

定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。第二十二条第一号において

同じ。）がイからヘまでのいずれかに該当するもの 

チ 法人である場合においては、その役員又は規則で定める使用人のうちにイからヘま

でのいずれかに該当する者のあるもの 

リ 個人である場合においては、規則で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれか

に該当する者のあるもの 

ヌ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

二 前条の同意を得ていること。 

三 当該申請の内容が、規則で定める土砂の埋立て等に係る一般的基準に適合するもので

あること。 

四 土砂の埋立て等の完了時の土砂のたい積の構造が、土砂の崩壊等のおそれがないもの

として規則で定める構造上の基準に適合するものであること。 

五 土砂の埋立て等が行われている間において、土砂の崩壊等を防止するために規則で定

める必要な措置が講じられること。 

２ 知事は、第六条の許可の申請が第七条第二項の規定によるものである場合にあっては、

当該申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、第六条の許可を

してはならない。 

一 前項第一号から第三号まで及び第五号に適合するものであること。 

二 最大たい積時の土砂のたい積の構造が、土砂の崩壊等のおそれがないものとして規則

で定める構造上の基準に適合するものであること。 

３ 知事は、第六条の許可を行う場合は、当該許可に係る土砂の埋立て等の用に供する土地

の区域を管轄する市町村長の意見を聴くものとする。 

（平二三条例四・平二四条例一七・令元条例二四・一部改正） 

（変更の許可） 

第十条 第六条の許可（この項の許可を含む。）を受けた者は、第七条第一項各号又は第二
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項各号に掲げる事項を変更しようとするときは、知事の許可を受けなければならない。た

だし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した申請書に、次項において準用する第八条の同意を得たことを証する書面その他規則で

定める図書を添付して知事に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 変更の内容及びその理由 

三 その他規則で定める事項 

３ 前二条の規定は、第一項の許可について準用する。 

４ 第六条の許可を受けた者は、第一項ただし書の規則で定める軽微な変更をしたときは、

遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならない。 

５ 第一項の許可又は前項に規定する届出の場合における第十二条から第十八条第一項ま

で及び第十九条の規定の適用については、第一項の許可又は前項に規定する届出に係る変

更後の内容を第六条の許可の内容とみなす。 

（許可の条件） 

第十一条 知事は、第六条及び前条第一項の許可には、土砂の崩壊等の防止のために必要な

限度において、条件を付することができる。 

（標識の掲示） 

第十二条 第六条の許可を受けた者は、当該許可に係る土砂の埋立て等の用に供する土地の

区域内の公衆の見やすい場所に、当該許可に係る土砂の埋立て等を行っている期間中、氏

名又は名称その他の規則で定める事項を記載した標識を掲げなければならない。 

（土砂の搬入の届出） 

第十三条 第六条の許可を受けた者は、当該許可に係る土砂の埋立て等の用に供する土地の

区域に土砂を搬入しようとするときは、規則で定めるところにより、当該土砂の採取場所

ごとに、当該土砂が当該採取場所から採取された土砂であることを証するために必要な書

面を添付して知事に届け出なければならない。 

（土砂管理台帳の作成等） 

第十四条 第六条の許可を受けた者は、当該許可に係る土砂の埋立て等に使用された土砂に

ついて、次に掲げる事項を記載した土砂管理台帳を作成しなければならない。 

一 当該許可に係る土砂の埋立て等の用に供する土地の区域に搬入された土砂の採取場

所ごとの一日当たりの量 
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二 当該許可（一時たい積行為に係るものに限る。）に係る土砂の埋立て等の用に供する

土地の区域から搬出された土砂の一日当たりの量 

三 その他規則で定める事項 

２ 第六条の許可を受けた者は、規則で定めるところにより、定期的に、前項の規定による

土砂管理台帳の写しを添付して、当該許可に係る土砂の埋立て等に使用された土砂の量等

を知事に報告しなければならない。 

（完了等の届出） 

第十五条 第六条の許可を受けた者は、当該許可に係る土砂の埋立て等を完了し、又は廃止

したときは、これらの日から起算して二十日以内に、その旨を知事に届け出なければなら

ない。 

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、当該届出に係る土砂の埋立

て等が第六条の許可の内容及び第十一条の条件に適合しているかどうかの確認を行うも

のとする。 

３ 知事は、前項の規定による確認を行った場合において、土砂の崩壊等の防止のため必要

があると認めるときは、第一項の規定による届出をした者に対し、期限を定めて、土砂の

崩壊等の防止のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（地位の承継） 

第十六条 第六条の許可を受けた者について相続、合併又は分割（当該許可に係る土砂の埋

立て等の事業の全部を承継させるものに限る。）があったときは、相続人（相続人が二人

以上ある場合において、その全員の同意により当該事業を承継すべき相続人を選定したと

きは、その者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割によりそ

の事業の全部を承継した法人は、当該許可を受けた者の地位を承継する。 

２ 前項の規定により第六条の許可を受けた者の地位を承継した者は、その承継があった日

から三十日以内に、その事実を証する書面を添付して、その旨を知事に届け出なければな

らない。 

（譲渡） 

第十七条 第六条の許可を受けた者から当該許可に係る土砂の埋立て等の事業の全部を譲

り受けようとする者は、知事の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、次項において

準用する第八条の同意を得たことを証する書面その他規則で定める書類を添付して、知事

に提出しなければならない。 
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一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 譲受けの相手方の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

三 その他規則で定める事項 

３ 第八条及び第九条（第一項第一号及び第二号に係る部分に限る。）の規定は、第一項の

許可について準用する。 

４ 第一項の許可を受けて土砂の埋立て等の事業の全部を譲り受けた者は、当該土砂の埋立

て等に係る第六条の許可を受けた者の地位を承継する。 

（措置命令） 

第十八条 知事は、土砂の崩壊等を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第六条

の許可を受けた者（第十条第一項の許可を受けなければならない事項を同項の許可を受け

ないで変更した者を除く。）に対し、当該土砂の埋立て等の停止を命じ、又は期限を定め

て当該土砂の埋立て等に伴う土砂の崩壊等の防止のために必要な措置を講ずべきことを

命ずることができる。 

２ 知事は、第六条又は第十条第一項の許可を受けずに土砂の埋立て等を行った者に対し、

当該土砂の埋立て等の停止を命じ、又は期限を定めて当該土砂の埋立て等に伴う土砂の崩

壊等の防止のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（許可の取消し等） 

第十九条 知事は、第六条の許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

許可を取り消すことができる。 

一 第九条第一項第一号イからヌまでのいずれかに該当するに至ったとき。 

二 偽りその他の不正な手段により第六条、第十条第一項又は第十七条第一項の許可を受

けたとき。 

三 第六条の許可に係る土砂の埋立て等を引き続き一年以上行っていないとき。 

四 第十条第一項の規定に違反して変更したとき。 

五 第十一条に規定する許可の条件に違反したとき。 

六 第十五条第三項又は前条の規定による命令に違反したとき。 

七 第十六条第一項の規定により第六条の許可を受けた者の地位を承継した者が当該地

位を承継した際、第九条第一項第一号イからヌまでのいずれかに該当するとき。 

２ 知事は、前項の規定により許可を取り消した場合において、当該許可の取消しに係る土

砂の埋立て等について土砂の崩壊等を防止するための措置を講じる必要があると認める

ときは、前項の規定による許可の取消しを受けた者に対し、期限を定めて、土砂の崩壊等
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の防止のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（平二三条例四・令元条例二四・一部改正） 

（報告の徴収） 

第二十条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、土砂の埋立て等を行った者に対

し、当該土砂の埋立て等に関し報告又は資料の提出を求めることができる。 

（立入検査） 

第二十一条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、土砂の埋立て等

を行った者の事務所、土砂の埋立て等の用に供する土地の区域その他その業務を行う場所

に立ち入り、施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、又は検査の

ために必要な限度において土砂を無償で収去させることができる。 

２ 前項の規定により当該職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

に提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（警察本部長への情報提供依頼） 

第二十二条 知事は、申請者又は第六条の許可を受けた者（これらの者が次に掲げる場合に

該当するときは、当該各号に定める者を含む。次条において同じ。）が第九条第一項第一

号ヘ又はヌの規定に該当するか否かについて、警察本部長に対し、情報の提供を求めるこ

とができる。 

一 第九条第一項第一号トの未成年者である場合 その法定代理人 

二 法人である場合 その役員又は規則で定める使用人 

三 個人である場合 規則で定める使用人 

（平二三条例四・追加、令元条例二四・一部改正） 

（知事への情報提供） 

第二十三条 警察本部長は、前条の規定により情報の提供を求められた場合のほか、その保

有する情報により申請者又は第六条の許可を受けた者が第九条第一項第一号ヘ又はヌの

規定に該当すると認める場合においては、知事に対し、その情報を提供することができる。 

（平二三条例四・追加、令元条例二四・一部改正） 

（市町村の条例との関係） 

第二十四条 市町村が土砂の埋立て等による土砂の崩壊等を防止するために制定する条例

の内容が、この条例の目的に則したものであり、かつ、この条例と同等以上の効果が期待

できるものと知事が認め、規則で定めるところにより公示したときは、この条例は、当該
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市町村の区域においては、適用しない。 

２ 前項の規定により、この条例の規定が適用されなくなった市町村の区域において現に第

六条、第十条第一項又は第十七条第一項の規定により許可を受けて行われている土砂の埋

立て等については、前項の規定にかかわらず、この条例の規定の適用を受けるものとする。 

（平二三条例四・旧第二十二条繰下） 

（委任） 

第二十五条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

（平二三条例四・旧第二十三条繰下） 

（罰則） 

第二十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金に

処する。 

一 第六条、第十条第一項又は第十七条第一項の規定に違反して許可を受けないで土砂の

埋立て等を行った者 

二 第十八条第一項及び第二項の規定による命令に違反した者 

（平二三条例四・旧第二十四条繰下） 

第二十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に

処する。 

一 第十五条第三項の規定による命令に違反した者 

二 第十九条第二項の規定による命令に違反した者 

（平二三条例四・旧第二十五条繰下） 

第二十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第十二条の規定に違反して、標識を掲げない者 

二 第十三条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第十四条第一項の規定に違反して、土砂管理台帳を作成せず、又は同項に規定する事

項を記載せず、若しくは虚偽の記載をした者 

四 第十四条第二項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

五 第二十条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料

の提出をした者 

六 第二十一条第一項の規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又

は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 
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（平二三条例四・旧第二十六条繰下） 

第二十九条 第十五条第一項又は第十六条第二項の規定に違反して届出をせず、又は虚偽の

届出をした者は、三十万円以下の罰金に処する。 

（平二三条例四・旧第二十七条繰下） 

（両罰規定） 

第三十条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、前四条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して、各本条の罰金刑を科する。 

（平二三条例四・旧第二十八条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において規則で定める日から

施行する。 

（平成一九年規則第五六号で平成二〇年一月一日から施行） 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に土砂の埋立て等を行っている者は、この条例の施行の日から起

算して三月を経過する日までの間は、第六条の規定にかかわらず、引き続き当該土砂の埋

立て等を行うことができる。その者がその期間内に同条の許可の申請をした場合において、

その期間を経過したときは、その申請について許可又は不許可の処分があるまでの間も、

同様とする。 

附 則（平成二三年条例第四号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十三年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

５ 第四条の規定による改正後の山梨県土砂の埋立て等の規制に関する条例第九条第一項

の規定は、施行日以後に行われる土砂の埋立て等の許可、土砂の埋立て等の変更の許可及

び土砂の埋立て等の事業の全部の譲渡に係る許可の申請について適用し、同日前に行われ

たこれらの許可の申請については、なお従前の例による。 

附 則（平成二四年条例第一七号） 

この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。 

附 則（令和元年条例第二四号） 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和元年十二月十四日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前になされたこの条例による改正前の第十九条第一項の規定によ

る許可の取消しの効力については、なお従前の例による。 

附 則（令和三年条例第五五号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に着手したこの条例による改正前の第二条第二号に規定する土

砂の埋立て等については、なお従前の例による。 
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